
計画策定･連絡調整, 斎場 退職手当

戸籍事務の電算管理, (世羅三原斎場組合)

ごみ処理 病院

(世羅中央病院企業団) 公務災害補償

し尿処理,ごみ処理

(甲世衛生組合)

後期高齢者医療

4市町村番号

平成18年度市町村普通会計決算カード

人　　　口

市町村類型

(17年度) Ⅲ－１

市町村名

三原市

17/12

17/7

7年

17年

12年

104,196

108,617

△1.9

△4.1

106,229

104,005

104,434

人

人

％

％

人

人

人

住民

基本

台帳

19.3.31

18.3.31

17.3.31

103,741

58.2 ％

国調

12年

国調 8.1 ％ 33.7 ％

58.9

30,005 人

32.7 ％

山村

(広島県市町公務災害補
償組合）

(三原広域市町村圏事務
組合)

土地改良施設の維持管理

指 定 団 体 等 の 状 況 事 務 の 共 同 処 理 の 状 況 （ 一 部 事 務 組 合 名 等 ）

公防

財政再建

辺地数(8)

低開発

不交付

離島

過疎

農工導入

職

員

数

及

び

年

齢

本 庁

支所･出張所

施 設

区 分

職 員 数

302 327 △25

6

3425428

215 209

A B

945 961

A-B

18年度 17年度 増減

△16

人 人 人

増 減 A-B

区 分 64歳 平均 60歳以上 64歳60歳以上 64歳

人 人

年齢 64歳未満 以上 年齢 64歳未満 以上

人 人 歳

平均 60歳以上

1.0

3.4

0.1

42.5

43.9

40.7支所･出張所

施 設

合 計

km
2 221

40.8

47.3

43.5

歳

平均

本 庁

人4,232 16,452 人 29,637 人

8.4 ％

△0.242.2 42.4

就
業
人
口

年齢 64歳未満 以上

人 人 歳

平 成 18 年 度 A 平 成 17 年 度 B

(広島中部台地土地改良
施設管理組合)

国

調

18年度交付税

種地区分

人 471.02 17年人 49,246 人

種地

Ⅰ－４

(17.10.1) (17年国調) (17年国調)

面　積 人口密度 人口集中地区人口 産業構造（分類不能を除く）

区分

一

般

職

員

等

区 分

一 般 職 員

教 育 公 務 員

臨 時 職 員

合 計

うち技能労務職

第１次 第２次 第３次

増 減

(広島県市町職員退職手
当組合）

％

4,165 人 17,339 人

945 321,047 339,732 961 324,739 337,918 △16

平 成 18 年 度

△3,692 1,814

42 14,334 341,286 43 △3,412

26,955 350,065 △1 △1,131

14,822 344,698 △1 △488

△10,27676 25,824 339,789 77

309,917 337,600

千円 円

903 306,713 339,660 918

A B C=B/A

千円人 千円 円 人

D E

職員数 給料月額 1人当たり

支給月額

1人当たり

支給月額

△15 △3,204

F=E/D

2,060

円人

A-D B-E C-F

支給月額

（広島県後期高齢者医療
広域連合）

職員数 給料月額 1人当たり

平 成 17 年 度

職員数 給料月額
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注１） 経常収支比率欄の（　）書きは，減税補てん債及び臨時財政対策債発行額を経常一般財源から除いた場合の
数値を記入のこと。

　２） 公債費比率欄の（　）書きは，公債費に準ずる債務負担行為を含む場合を記入のこと。
　３） 積立金現在高欄の（　）書きは，財政調整基金及び減債基金の残高を記入のこと。
　４） 地方債現在高欄の（　）書きは，利率５％を超える地方債現在高を記入のこと。

基 準 財 政 需 要 額 19,580,619 19,560,893

2 歳 出 総 額

1 歳 入 総 額 A 44,473,908 47,366,143 △6.1

5 実 質 収 支 (C-D)

4 翌 年 度 へ 繰 り

46,380,787 △6.5B

6 単 年 度 収 支 F 353,711

積 立 金 G

9 積 立 金 取 崩 し 額 I

43,368,793

(A-B) C 1,105,115 985,356 12.2

3 歳 入 歳 出 差 引 額

越 す べ き 財 源 D 492,637 726,589 △32.2

△315.1

E 612,478 258,767 136.7

△164,439

142.2

8 地方債繰上償還額 H 703,861 1,049,722 △32.9

2,076 8577

皆減

10 実 質 単 年 度 収 支

49,000

区 分

基 準 財 政 収 入 額

標 準 財 政 規 模

千円 千円 ％

増減率平成17年度平成18年度

財 政 力 指 数

実 質 収 支 比 率

経 常 収 支 比 率

L/K

公 債 費 負 担 比 率

公 債 費 比 率

地方債許可制限比率

4,170,327

実質公債費比率

積 立 金 現 在 高

地 方 債 現 在 高

収 益 事 業 収 入 額

債 務 負 担 行 為 額

翌年度以降支出予定額

0.656 0.628

13,326,552

25,100,430

12,980,777

24,885,463

(17.9 )

(97.0 )

91.4 ％

23.4 ％ 24.3 ％

(3,940,901) (3,937,242)

12.8 ％ 12.8 ％

13,097,839

9,620,398 9,619,588

(2,098,530) (2,781,047)

66,315,309

90.6 ％

(95.3 )

％2.4 1.0 ％

(18.6 )

14.7 ％ 14.9 ％

17.6 ％ 18.2 ％

平成18年度 平成17年度区 分

千円 千円

837,140 26.6

市町村名 三原市 類型 Ⅲ－１

(F+G+H-I) J 1,059,648

港 湾

公共用地先行取得

ｹ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｯ ﾄ ﾜ ｰ ｸ

一 般 会 計

平成18年度

会 計 名

会　　計　　別　　の　　状　　況

3,168,257

67,111,810

11,797,300

平成17年度 BA

収支額

実　質 一般会計から 実　質

289,887

一般会計から 実　質 一般会計から

の繰入金 収支額 の繰入金

43,826,820 42,731,176 606,320 45,818,456 44,846,120 316,433

136,794 136,794 46,568

52,370 52,370 52,370

169,352 161,963 7,389

64,385

1,235,048 1,235,048

82,331 82,331

153,858 147,700 6,158

歳 出歳 入 歳 入 歳 出
収支額 の繰入金

△1,231

増減　A-B

73,748 △21,378

△17,817

土 地 区 画 整 理 442,004 438,691 40,599 256,348 251,332 △65,670 10,294 65,670 30,305

老 人 保 健 31,253 31,253 25,055 30,774 30,159 615 24,894 △615 161

普

通

会

計

分

増　減　　A-B

千円 千円 千円 千円 千円

有 無

千円

普通会計か 普通会計か 普通会計か

らの繰入額 らの繰入額
収 支 額

らの繰入額

B

病 院 事 業 ○ 1,099 71,445 30,399 82,777 △29,300 △11,332

水 道 事 業 ○ 257,727 30,023 192,611 31,287 65,116 △1,264

交 通 事 業 ○ 9,464 95,696 4,213 107,051 5,251 △11,355

簡 易 水 道 事 業 ○ 83,363 65,254 18,109

駐 車 場 事 業 ○

土地区画整理事業 ○

下 水 道 事 業 ○ △107,070

国民健康保険 事業 ○ 45,674 778,209 31,147 690,110 14,527 88,099

1,894国民健康保険(直診)事業 ○ 29,449

老人保健医療 事業 ○ 1,085,151 1,049,348 35,803

90,927介 護 保 険 事 業 ○ 203,932 921,835 113,005 933,783

27,555

1,268,024 1,375,094

事 業 名

△11,948

法適用公

営

事

業

会

計

分

収 支 額 収 支 額

平成18年度 A 平成17年度
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注１） 地方債の経常一般財源欄の（　）書きは，減税補てん債及び臨時財政対策債発行額を記入のこと。

　２） 合計の経常一般財源欄の（　）書きは，減税補てん債及び臨時財政対策債発行額を除いた額を記入のこと。

67.1

特別地方消費税交付金

5.6

配 当 割 交 付 金 44,342 0.1 44,342 0.2 26,530 0.1 26,530 0.1

4.0 999,432 2.1 999,432地方消費税交付金 1,055,412 2.4 1,055,412

現年

160,000

50,000

14.7 /100

法

人

法人税割

150,000

徴 収 率

区 分

93.9

94.3

14.5 93.0

％ ％

繰越分
合計

滞納

130,000

120,000

1.4 /100

課税分

適用税率の状況

標準税率に対する比率

均 等 割 円3,000

市

町

村

民

税

所 得 割

均 等 割

平成18年度 増減率平成17年度

区 分

B 構成比 A/B

決 算 額 基準税額× 超過課税分 決 算 額

A 構成比 100/75 収入済額

入 湯 税

事 業 所 税

市町村たばこ税

特別土地保有税

固 定 資 産 税

市町村

合 計 100.0

目 的 税

法 定 外普 通税

旧 法 によ る税

19.92,709,808

98.7

98.8

17.3

14,830,752 13,877,052

参
考

国民健康保険税

国民健康保険料

2,989,624

98.5

合 計

14,698,439 100.0 0.9

10.3 固定資産税

共同施設税

宅地開発税

199,049

％

％

△4.8

7.5

△22.4

△12.7

△35.0

335.3

3,233.3

30.0 △1.3

△8.6

0.2 △29.6

40,005

1.2 0.9

0.2 △11.7

0.4 △3.9

3.8

1.7 △21.7

30.0 △2.3

固 定 資 産 税

26,463,289 100.0 △6.1

円

3,000,000

1,750,000

410,000

400,000

1.0

都市計画税

水利地益税

439,605

826,810 5.6 871,363 5.9

7.0

439,605 0.9

18 0.0

民　税

個人分

法人分

寄 附 金

千円

合 計 44,473,908 100.0

6.1

24,315 0.2 22,611 0.2

344,353 1.3

851,125 5.8 893,974

％

3,771,810 25.4

1,516,785 10.2 199,049 1,519,794 10.3

4.8 3,312,222

(5.8)

79,095 0.3

0.095

鉱 産 税

620,118 4.2

1.7

0.1

地方特例交付金 344,353 0.8

株式等譲渡所得割交付金 35,310

財 産 収 入 766,839

国有提供交付金

都道府県支出金 2,153,048

3.2640,052 4.3 649,629

軽 自 動 車 税

1,443,833

7,836,357

国 保 税

2.6

皆増

△5.1

市町村民税

52.8

個

人

△1.8

△0.2

％

3,794,855 3,478,722 23.7 8.4

100.0

209,046 1.4

7,775,215 7,976,785 54.3

千円 千円 千円

地 方 債 5,290,000 11.9 (1,325,000) (5.0) 6,816,000 14.4 (1,525,900)

(24,937,389)(25,378,827)

繰 入 金 146,247 0.3 628,037 1.3

1,132,516 2.4繰 越 金 985,356 2.2

0.0 1,706,448 3.6 7,543諸 収 入 1,622,838 3.7 11,550

分担金・負担金 861,081 1.9 678,375 1.4 762 0.0 26.9

使 用 料 1,006,657 2.3 66,808 0.2 928,714 2.0 55,300 0.2 8.4

手 数 料 190,147 0.4 204,475 0.4 △7.0

国 庫 支 出 金 4,250,587 9.6 4,867,007 10.3

69,848 0.3 176,163 0.4

600 0.0

93.5 14.0 75.8

△4.9

市　　　　町　　　　村　　　　税

26,703,827 100.0 47,366,143

△13.0

0.0

△76.7

K

％ ％

52.2 0.9

3.8 40.3

決 算 額 経常一般財源 決 算 額 経常一般財源

K 構成比 B 構成比

％ 千円 ％ 千円千円 ％ 千円

地 方 税 14,830,752 33.3 14,003,942 52.4 14,698,439 31.0 13,827,076

地 方 譲 与 税 1,423,186 3.2 1,423,186 5.3 1,014,244 2.1 1,014,244

利 子 割 交 付 金 44,840 0.1 44,840 0.2 63,658 0.1 63,658

35,310 0.1 40,005 0.1

ｺﾞﾙﾌ場利用税交付金 108,823 0.2 108,823 0.4 113,183 0.2 113,183

自動車･軽油交付金 322,555 0.7 322,555 1.2 319,729 0.7 319,729

地 方 交 付 税 8,964,955 20.2 7,821,878 29.3 9,177,603 19.4 7,927,487

214,528 1.5 213,520

29.3 7,927,487 16.7 7,927,487

1,143,077 2.6

7,821,878 17.6 7,821,878

1,250,116 2.7

小 計 27,174,528 61.1 25,204,641 94.4 26,892,428 56.7 24,770,949

0.1 23,740 0.1 23,740 0.1 9.4

普 通

特 別

93.6 1.0

交通安全交付金 25,980 0.1 25,980

歳　　　　　　　　　入

増減率
平成17年度平成18年度

区 分

構成比 A/BA 構成比
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注１） 経常収支比率の（　）書きは，減税補てん債及び臨時財政対策債発行額を経常一般財源から除いた数値を記入のこと。

投資的経費

補 助

単 独

物 件 費

維持補修費

補 助 費 等

繰 出 金

う ち
人 件 費

人 件 費

扶 助 費

公 債 費

小 計

職 員 給
うち

△16.4

△82.1

△6.5

△19.4

8.1

△17.5

△20.2

△12.0

0.6

△4.4

32.4

100.0

△1.4

△1.7

4.7

△6.4

△6.4

4,428.6

△1.8

△4.6

13.4

0.1

100.0

0.0

23.2

0.1

22.5

6.3

16.2

6.1

9.5

3.0

0.1

0.0

50.4

9.6

1.3

21.1

14.0

12.2

19.9

13.3

10.9

8,261,646

1,950,748

5,422,492
20.3

401,978

3,049,855

16,509,836

28

2,394,540

169,814

2,224,726

103,656

11,289

2,953,255

1,259,136

計

2,498,196

11,220

401,978

2,586,744

3,824,230

11,489

4,022

501,239

4,354,869

7,622,957

22,225,064

28

7,923,031

7,923,059 17.1

1,244,693

2,899,888

10,293

10,442,467

58,187

10,767,391

16,478

1,373,634

4,113,6733,818,793

2,396,174

455,171

1,268

16,556,989

3,028,5263,246,658

17,391,856

1,268

455,171

合 計 29,575,506

6,291,476

58,155

43,368,793

失 業 対 策
事 業 費

災 害 復 旧
事 業 費

1,268

21,832,722

4,154,658

568,568

9,127,106

6,087,294

5,285,673

8,130,929

5,422,492

1,950,459 5,048,349

6,189,525

9,253,656

市町村名 三 原 市 類 型 Ⅲ － １

普 通 建 設
事 業 費

う

ち 30,680,621

2,325,942 5.4

「一般財源等」8,617,418 19.9

2,079,802 31,408,756 千円

歳入総額歳入総額

7,526,837

2,915,630

62,904 27,2070.1

千円

127,633

2,207,435

14.5

千円

41,017

46,380,787

324,924

30,423,400

0.7

11.5
3,377,3669.4

(12.2)

0.0
3.0

(0.0)
11.2

8.9

11.3
(11.9)

62.4
17,719,37547.9

(66.2)
62.0

(65.3)
0.0

280.0

内

訳

元利
償還金

一時借入
金利子

(0.0)
0.0

(26.4)(25.5)
24.8

(0.0)
24.3

7,622,929 6,573,13617.17,418,675 7,178,194 6,474,333

7,419,943 17.1

17.1

7,179,462 6,475,601

(22.4)(21.4)

(26.3)(25.5)
6.3

1,665,133
7.3

(6.7)

5,587,419

1,665,570

(33.2)
30.4

(32.1)
8,271,5398,430,848

2,664,777

4,137,147

1,313,536

31.3

24.8
6,573,164

24.3

21.1
(7.7)

5,587,419

資金･貸付金 0.0
投資及び出 (0.0)

11,013

10.9
(11.4)

6.5
(5.1)

4.7
3,028,439

前 年 度

積 立 金
(95.3)

計21,812 7,389

充当経常一般財源
繰上充用金

8,675,573 2,248,45220.0 L

90.6

24,195,560

支比率

1.5
(4.9)

(1.6)
1.7

(1.8)
1.1

A/B

24,185,349 千円

91.4

充当経常一般財源

(97.0)

L

4.8
(11.9)

A 構成比

一 般 財 源支比率

「一般財源等」

A 構成比 一 般 財 源 B 構成比

389,560 341,110

千円 千円

経常収 決 算 額決 算 額

千円 ％

経 常

備 考目　　　的　　　別　　　歳　　　出

一般財源等

17.0 4,311,873 △20.1

0.7 341,110 14.2

増減率平 成 18 年 度 平 成 17 年 度

性　　　　質　　　　別　　　　歳　　　　出

区 分
一般財源等一般財源等

経常収経 常

労 働 費

衛 生 費 2,462,166 5.7 2,178,271 2,551,600 5.5 2,275,153 △3.5

民 生 費

総 務 費

6,603,668 10,386,700 22.4 6,165,620 4.0

4,055,218 7,872,982

10,800,526 24.9

6,290,885 14.5

B 構成比 A/B

議 会 費 389,560 0.9

千円 ％ ％

決 算 額

増 減率

499,263 1.1 194,381 511,361 1.1 188,346 △2.4

平 成 18 年 度

決 算 額

農 林 水 産 業 費 1,459,429 3.4 818,325 1,734,953

平 成 17 年 度

区 分
一般財源等

3.7 873,499 △15.9

商 工 費 1,312,371 3.0 718,204 1,243,807 2.7 576,126 5.5

土 木 費 7,228,279 16.7 3,262,821 7,078,938 15.3 3,578,678 2.1

消 防 費 1,697,736 3.9 1,164,231 1,650,237 3.6 1,181,597 2.9

教 育 費 3,636,013 8.4 2,855,881 4,611,357 9.9 3,055,026 △21.2

災 害 復 旧 費 58,155 0.1 41,017 324,924 0.7 103,656 △82.1

公 債 費 7,420,004 17.1 7,179,523 7,923,136 17.1 7,623,034 △6.4

諸 支 出 金 114,406 0.3 114,406 149,682 0.3 149,682 △23.6

前年度繰上充用金

△6.5合 計 43,368,793 100.0 29,575,506 46,380,787 100.0 30,423,400

－　4　－


